
令和８年３月

徳島県企画総務部財政課
宝くじは、徳島県内の売場でお買い求めくださるようお願いします。
徳島県内でお買い求めいただきました宝くじの収益金は、徳島県のために使われます。

徳島県の財政状況について徳島県の財政状況について

１．「徳島新未来創生総合計画」における財政運営目標１．「徳島新未来創生総合計画」における財政運営目標

２．各種財政指標の推移２．各種財政指標の推移
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１．「徳島新未来創生総合計画」における財政運営目標
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① 課題と現状分析
□ 公共施設の老朽化や社会保障関係経費の増加など、財政需要が拡大する中、

未来への投資を計画的に進めるため、引き続き「持続可能な財政運営」を推進
□ 限られた予算の中で、人口減少や労働力不足など、山積する課題を克服し、

地方創生戦国時代を勝ち抜くため、「新時代の政策形成」と「新たな財源確保」が必要

② 施策の方向性と財政運営目標（ＫＰＩ）
□ 持続可能な財政運営と新時代の予算編成の推進
□ 財政調整的基金残高の適正管理と債券運用の拡大
□ 県債残高の適正管理と多様な資金調達手段の確保

財政調整的基金残高※「２５０億円以上」を確保

R6末 480億円 → R7末 432億円 → R8末 348億円

一般会計プライマリーバランス「黒字」を堅持

R6 340億円黒字 → R7 99億円黒字 → R8 195億円黒字見込み

一般会計県債残高※「４，６００億円未満」を維持

R6末 4,256億円 → R7末 4,230億円 →  R8末 4,280億円程度

（R8当初予算編成後）

（R8当初予算編成後）（決算）

（決算）

（決算）

※財政調整的基金残高は、減債基金の「満期一括償還分など、義務的なもの」を除く

※県債残高は、臨財債、国の３か年緊急対策・５か年加速化対策、第１次国土強靱化実施中期計画に係る交付税措置の有利な地方債
及び中小企業・雇用対策事業特別会計の一般会計化分は除く

23年連続達成見込み

未来への投資を見据え
安定的な財政基盤を維持

県債残高の適正管理

（R7.2月補正後）

（R7.2月補正後）

（見込み）

ストック

ストック

フロー

（R8当初予算編成後）



（1）財政調整的基金残高の推移

満
期
一
括
償
還
分
除
く

満
期
一
括
償
還
分

２．各種財政指標の推移

（年度）

〇総合計画に定める財政調整的基金残高（満期一括償還分等を除く）を確保し、

「集中的・機動的・持続可能な財政運営」を推進

○ R８は当初予算編成後の額、R7は２月補正予算編成後の額、Ｒ６までは決算額 3

基金総額

〇「抑制対象」の県債残高は「４，２８０億円」程度と、財政運営目標を達成！

○「すべての県債残高」は「７，４２０億円」程度を維持

（２）県債残高・公債費（一般会計）の推移
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県債残高・公債費（一般会計）の推移（単位：億円） 県債残高（抑制対象）

県債残高（新設地方債※）

県債残高（臨時財政対策債）

公債費

公債費（抑制対象）

○R６までは決算額、Ｒ７・Ｒ８は見込額 ※新設地方債：国の防災・減災対策に伴う交付税措置の有利な地方債
・防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 ・緊急自然災害防止対策事業債

※県債残高には中小企業・雇用対策事業特別会計の一般会計化分は除く

（年度）

左軸：県債残高（単位：億円） 右軸：公債費（単位：億円）



（３）プライマリーバランス※（一般会計）の推移
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〇Ｒ６決算まで「２１年連続」黒字達成！
Ｒ７・Ｒ８も黒字予算編成により、２３年連続達成見込み！

○ R8は当初予算編成後の額、R7は２月補正予算編成後、R6までは決算額
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プライマリーバランス（一般会計）の推移 （単位：億円）

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）
県債発行による収入（借入金）を除く「歳入」と、
公債費（県債の利払いと償還費）を除く「歳出」との収支差を表し、
行政サービスを県債以外の収入（税金等）で、どれだけ賄えているかを示す指標

（年度）
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（４）県債新規発行額の推移（一般会計）
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県債新規発行額（一般会計）の推移（単位：億円）

臨時財政対策債

新設地方債

県債（抑制対象分）

○R6までは決算額、R7・R8は見込額 ※県債新規発行額には中小企業・雇用対策事業特別会計の一般会計化分は除く

○「臨時財政対策債」及び国の防災・減災対策に伴う「新設地方債」を除く

抑制対象分については、「未来への投資」 を進めつつ、新規発行も可能な限り抑制（億円）
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起債許可ライン１８．０％

「基準財政需要額に算入される公債費」が減少するなどにより、
令和６年度決算で「１２．７％」に上昇するも、起債許可ラインを下回る低水準を維持

※実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、当該団体の財政規模に対する割合で示した指標。
単年度ごとに算定した比率（単年度実質公債費比率）の過去３か年の平均をとる。（例：R６年度の場合、R４・R５・R６の平均）
※このグラフにおける単年度実質公債費比率は四捨五入値。

県債の早期償還にも注力し、起債許可ラインを大幅に下回る範囲で将来負担軽減を加速！

（決算年度）

（５）実質公債費比率の推移
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健全化判断比率の指標は
全て早期健全化基準「以内」
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本 県財政再生基準早期健全化基準

令和６年度
決算

国等の関与
による再生

自主的な
改善努力による

財政健全化

黒字5.0%以上3.75%以上
実質赤字比率

（一般会計等ベース）

黒字15.0%以上8.75%以上
連結実質赤字比率

（全会計ベース）

12.7%35.0%以上25.0%以上
実質公債費比率

（特別会計を含めた実
質的公債費）

146.6%－400.0%以上
将来負担比率

（３セク等も含めた
実質的負債）

全会計
資金不足額

なし
－20%以上

資金不足比率
（公営企業ごとの

資金不足）

港湾等整備事業特別会計
病院事業会計
電気事業会計
工業用水道事業会計
駐車場事業会計
土地造成事業会計
流域下水道事業会計
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県債発行抑制と早期償還などにより、
将来負担比率は、着実に改善！

（６）将来負担比率の推移



（７）当初予算額の推移（一般会計）

（単位：億円）

9当初予算の概要については、https://www.pref.tokushima.lg.jp/kenseijoho/zaisei/7310242 参照

※平成19年度・23年度・27年度・令和元年度・5年度は６月現計（通年）予算額 （年度）

5,001 

4,778 

4,535 
4,423 

4,509 4,559 4,561 
4,621 

4,777 4,810 4,851 4,860 4,871 
4,946 

5,057 
5,147 

5,240 
5,158 

5,002 

5,160 

5,358 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7 8

当初予算額（一般会計）の推移


